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平成 21 年６月 26 日 

各  位 

会 社 名 株 式 会 社 デ イ ・ シ イ 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長  森 紀雄 

 （東証一部・コード番号：5234） 

問合せ先 取締役専務執行役員管理本部長 仁田峠 宏司 

電話番号 TEL（０４４）２２３－４７５１ 

 

（訂正・数値データ訂正あり）「平成 21 年３月期 決算短信」の一部訂正について 

 

 平成 21 年５月 15 日に公表いたしました「平成 21 年３月期 決算短信」の記載内容に一部誤り

がございましたので、下記のとおり訂正いたします。 

 なお、訂正箇所には下線を付して表示しております。 

 

記 

 

【１ページ】１．21 年３月期の連結業績（平成 20 年４月１日～平成 21 年３月 31 日） 

 ＜訂正前＞ 

(1) 連結経営成績 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

売 上 高 

営業利益率 
  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

21 年３月期 
20 年３月期 

△67.20 
9.27 

－ 
－ 

△13.3
1.4

1.1 
2.2 

0.6
2.4

 

 ＜訂正後＞ 

(1) 連結経営成績 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

売 上 高 

営業利益率 
  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

21 年３月期 
20 年３月期 

△67.20 
9.27 

－ 
－ 

△12.1
1.4

1.1 
2.2 

0.6
2.4

 

 

【６ページ】１．経営成績 (4)事業等のリスク 

 ＜訂正前＞ 

 ②太平洋セメント㈱との関係について 

太平洋セメント㈱は、提出日現在、当社の発行済株式数の 28.0％を所有する筆頭株主であ

り、当社は、同社の持分法適用会社となります。 

（以下、省略） 

 

 ＜訂正後＞ 

②太平洋セメント㈱との関係について 

太平洋セメント㈱は、提出日現在、当社の発行済株式数の 27.8％を所有する筆頭株主であ

り、当社は、同社の持分法適用会社となります。 

（以下、省略） 
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【14 ページ】４．連結財務諸表 (2)連結損益計算書 

 ＜訂正前＞ 

（単位：百万円） 
前連結会計年度 当連結会計年度 

（自 平成 19 年４月１日 （自 平成 20 年４月１日 
 

至 平成 20 年３月31日） 至 平成 21 年３月31日） 

《省略》   

特別利益   

 固定資産売却益 ※3 96 ※3 10 

 投資有価証券売却益 202 0 

 貸倒引当金戻入額 － 14 

 その他 39 14 

 特別利益合計 337 40 

《省略》   

 

 ＜訂正後＞ 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
（自 平成 19 年４月１日 （自 平成 20 年４月１日 

 

至 平成 20 年３月31日） 至 平成 21 年３月31日） 

《省略》   

特別利益   

 固定資産売却益 ※3 96 ※3 10 

 投資有価証券売却益 202 0 

 貸倒引当金戻入額 － 14 

 賞与引当金戻入額 － 5 

 その他 39 8 

 特別利益合計 337 40 

《省略》   
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【19 ページ】４．連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 ＜訂正前＞ 
前連結会計年度 当連結会計年度 

（自 平成 19 年４月１日 （自 平成 20 年４月１日 
至 平成 20 年３月31日） 至 平成 21 年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数  (1) 連結子会社の数 

≪省略≫ ≪省略≫ 

 （注） 

上記のうち、㈱シンセイ、㈱シンセイ栃木、

㈱シンセイ群馬及び㈱シンセイ福岡の４社につ

いては、当連結会計年度において新たに設立し

たため、連結の範囲に含めております。 

 （注） 

上記のうち、三協マテリアル㈱及び大東コン

クリートヒダ興業㈱につきましては、当連結会

計年度において新たに株式を取得したため、Ｄ

ＣＭ生コンホールディング㈱及び神奈川太平洋

生コン㈱につきましては、連結子会社である第

一コンクリート㈱及び横浜デイ・エム生コン㈱

との株式移転により設立及び株式取得がなされ

たため、藤沢生コン㈱及びエバタ生コン㈱につ

きましては、連結子会社である第一コンクリー

ト㈱及びエバタ㈱により新たに設立されたた

め、連結の範囲に含めております。 

なお、前連結会計年度において連結子会社で

ありました㈱コンテは株式売却により重要性が

低くなったため、新生工業㈱は清算結了のため

連結の範囲から除いております。 

≪省略≫ ≪省略≫ 
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 ＜訂正後＞ 
前連結会計年度 当連結会計年度 

（自 平成 19 年４月１日 （自 平成 20 年４月１日 
至 平成 20 年３月31日） 至 平成 21 年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数  (1) 連結子会社の数 

≪省略≫ ≪省略≫ 

 （注） 

上記のうち、㈱シンセイ、㈱シンセイ栃木、

㈱シンセイ群馬及び㈱シンセイ福岡の４社につ

いては、当連結会計年度において新たに設立し

たため、連結の範囲に含めております。 

 （注） 

上記のうち、三協マテリアル㈱及び大東コン

クリートヒダ興業㈱につきましては、当連結会

計年度において新たに株式を取得したため、Ｄ

ＣＭ生コンホールディング㈱及び神奈川太平洋

生コン㈱につきましては、連結子会社である第

一コンクリート㈱及び横浜デイ・エム生コン㈱

との株式移転により設立及び株式取得がなされ

たため、藤沢生コン㈱につきましては、連結子

会社である第一コンクリート㈱、横浜デイ・エ

ム生コン㈱及び神奈川太平洋生コン㈱の資本参

加により、エバタ生コン㈱につきましては、連

結子会社であるエバタ㈱により新たに設立され

たため、連結の範囲に含めております。 

なお、前連結会計年度において連結子会社で

ありました㈱コンテは株式売却により重要性が

低くなったため、新生工業㈱は清算結了のため

連結の範囲から除いております。 

≪省略≫ ≪省略≫ 
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【22 ページ】４．連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 ＜訂正前＞ 
前連結会計年度 当連結会計年度 

（自 平成 19 年４月１日 （自 平成 20 年４月１日 
至 平成 20 年３月31日） 至 平成 21 年３月31日） 

≪省略≫ ≪省略≫ 

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 

≪省略≫ ≪省略≫ 

 (4) 重要なリース取引の処理方法  (4) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成 20 年３月 31 日

以前のリース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

≪省略≫ ≪省略≫ 

 

＜訂正後＞ 
前連結会計年度 当連結会計年度 

（自 平成 19 年４月１日 （自 平成 20 年４月１日 
至 平成 20 年３月31日） 至 平成 21 年３月31日） 

≪省略≫ ≪省略≫ 

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 

≪省略≫ ≪省略≫ 

 (4) 重要なリース取引の処理方法  (4) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 

 ―――――― 

≪省略≫ ≪省略≫ 

 

 

【24 ページ】４．連結財務諸表 表示方法の変更 

 ＜訂正前＞ 
前連結会計年度 当連結会計年度 

（自 平成 19 年４月１日 （自 平成 20 年４月１日 
至 平成 20 年３月31日） 至 平成 21 年３月31日） 

―――――― （連結貸借対照表） 

 「財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府例」（平成 20 年８月７日 内閣

府令第 50 号）が適用になることに伴い、（以下、略） 

 

 ＜訂正後＞ 
前連結会計年度 当連結会計年度 

（自 平成 19 年４月１日 （自 平成 20 年４月１日 
至 平成 20 年３月31日） 至 平成 21 年３月31日） 

―――――― （連結貸借対照表） 

 「財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成 20 年８月７日 内閣

府令第 50 号）が適用になることに伴い、（以下、略） 
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【30 ページ】４．連結財務諸表 注記事項 （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 ＜訂正前＞ 

  記載なし 

 

 ＜訂正後＞ 
前連結会計年度 当連結会計年度 

（自 平成 19 年４月１日 （自 平成 20 年４月１日 
至 平成 20 年３月31日） 至 平成 21 年３月31日） 

≪省略≫ ≪省略≫ 

 ４       ――――――  ４ 重要な非資金取引の内容 

  当連結会計年度に新たに計上したファイナン

ス・リース取引に係る資産及び債務の額は、それぞ

れ 188 百万円、197 百万円であります。 

 

 

【31 ページ】４．連結財務諸表 注記事項 (有価証券関係) 

 ＜訂正前＞ 

 ３．その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日） 

 種類 
取得原価 
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

《省略》    

(1) 株式 541 411 △131 591 466 △124

(2) 債券   

①国債・地方債等 － － － － － －

②社債 － － － － － －

③その他 － － － － － －

(3) その他 76 66 △9 76 51 △26

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

小計 618 477 △140 667 518 △149

合計 2,214 5,526 3,312 1,972 3,341 1,368

  

４．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度 

（自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日）

当連結会計年度 

（自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日）

売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額

（百万円） 

売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額

（百万円） 

223 202 － 0 － 0
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 ＜訂正後＞ 

 ３．その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日） 

 種類 
取得原価 
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

《省略》    

(1) 株式 541 411 △131 579 467 △111

(2) 債券   

①国債・地方債等 － － － － － －

②社債 － － － － － －

③その他 － － － － － －

(3) その他 76 66 △9 76 51 △24

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

小計 618 477 △140 656 519 △136

合計 2,214 5,526 3,312 1,961 3,342 1,381

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について 256 百万円の減損処理を行っておりま

す。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得価額に比べ 50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を

行っております。 

 

 ４．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度 

（自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日）

当連結会計年度 

（自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日）

売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額

（百万円） 

売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額

（百万円） 

223 202 － 0 0 －
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【44 ページ】５．個別財務諸表 (2)損益計算書 

 ＜訂正前＞ 

（単位：百万円） 
前連結会計年度 当連結会計年度 

（自 平成 19 年４月１日 （自 平成 20 年４月１日 
 

至 平成 20 年３月31日） 至 平成 21 年３月31日） 

《省略》   

特別利益   

 固定資産売却益 79  8 

 投資有価証券売却益 202 － 

 その他 0 3 

 特別利益合計 282 11 

《省略》   

 

 ＜訂正後＞ 

（単位：百万円） 
前連結会計年度 当連結会計年度 

（自 平成 19 年４月１日 （自 平成 20 年４月１日 
 

至 平成 20 年３月31日） 至 平成 21 年３月31日） 

《省略》   

特別利益   

 固定資産売却益 79  8 

 投資有価証券売却益 202 － 

 償却債権取立益 － 3 

 その他 0 － 

 特別利益合計 282 11 

《省略》   

 

 

 

以上 

 

 


